
調査期間：2020年8⽉31⽇〜9⽉16⽇ 回答数：１０５件

《PART1》新型コロナウイルスの影響について
Q１．自社の売上への影響はどうか

前年よりもプラスの影響 7
前年とほぼ同水準で、ほとんど影響はな
い 24
前年より20％未満のマイナス影響 41
前年より20％以上、50%未満のマイナ
ス影響 20
前年より50%以上のマイナス影響 4
わからない 9

Q２．自社の主力事業や、その商品・サービスへの影響はどうか

事業の停止や大幅縮小をせざるを得ない
程の重大な影響が出ていると思う 9
影響は出ているが、改善策・代替策を講
じることで、最小限に止められると思う 63
それほど大きな影響は出ていないと思う 13
影響は軽度で、むしろビジネスチャンス
が拡大する可能性があると思う 9
現時点では全く予測できない 9
わからない 2

Q３．自社の雇用に関する影響はどうか

要員削減策（早期退職等）による雇用調
整が必要だと思う 7
要員削減策は当面必要ないが、
新規採用の抑制や凍結は必要だと思う 33
特に大きな影響はないため、
従来の方針を継続できると思う 43
影響は軽度で、むしろビジネスチャンス
拡大に備えた採用強化が必要だと思う 11
現時点では全く予測できない 7
わからない 4
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事業の停止や大幅縮小をせざるを得ない程の
重大な影響が出ていると思う

8%

影響は出ているが、改善策・代替策を講じることで、
最小限に止められると思う

60%

それほど大きな影響は出ていないと思う
12%

影響は軽度で、むしろビジネスチャンスが
拡大する可能性があると思う

9%

現時点では全く予測できない
9%

わからない 2%

要員削減策（早期退職等）による
雇用調整が必要だと思う

7%

要員削減策は当面必要ないが、
新規採用の抑制や凍結は必要だと思う

31%

特に大きな影響はないため、
従来の方針を継続できると思う

41%

影響は軽度で、むしろビジネスチャンス拡大に
備えた採用強化が必要だと思う

10%

現時点では全く予測できない
7%

わからない 4%

前年よりもプラスの影響
7%

前年とほぼ同水準で、ほとんど影響はない
23%

前年より20％未満のマイナス影響
39%

前年より20％以上、50%未満のマイナス影響
19%

前年より50%以上のマイナス影響
4%

わからない 8%
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Q４．在宅勤務等のテレワークは実施しているか

コロナ禍以前から導入していた 16
一部では導入していたが、新型コロナウ
イルス 47
新型コロナウイルスを契機に導入した 35
導入したいが、まだ実現できていない 3
その他 4
導入の予定はない 0

《PART２》テレワークと在宅勤務の実態について
Q5．勤務場所に関する現在の会社方針は

原則として、オフィスや現場勤務 14
原則として、在宅勤務 20
日数や曜日等、在宅とオフィス・現場勤
務の 44
各部門の責任者に方針を委ねている 20
個人に選択を委ね、事前申告または事後報告させている4
その他 3

Q６．在宅勤務の実施状況は、どの位か

ほぼ100% 1
80%以上 12
50%〜80%程度 35
30%〜50%程度 25
30%未満 32
未実施 0

Q７．テレワークによる「生産性への影響」を、御社では概ねどのように評価しているか（複数選択）

プラスの影響 2
どちらかと言えばプラスの影響 10
影響はほとんどない 29
どちらかと言えばマイナスの影響 21
マイナスの影響 7
現時点では評価が分かれる 28
わからない 8

原則として、オフィスや現場勤務
13%

原則として、在宅勤務
19%

日数や曜日等、在宅とオフィス・現場勤務の
基準や目安を示している

42%

各部門の責任者に方針を委ねている
19%

個人に選択を委ね、事前申告または事後報告させている
4%

その他 3%

ほぼ100% 1%

80%以上
11%

50%〜80%程度
33%

30%〜50%程度
24%

30%未満
31%

コロナ禍以前から導入していた
15%

一部では導入していたが、新型コロナウイルス
感染予防対策として対象者を拡大した

45%

新型コロナウイルスを契機に導入した
33%

導入したいが、まだ実現できていない
3%

その他 4%

プラスの影響 2%

どちらかと言えばプラスの影響
9%

影響はほとんどない
28%

どちらかと言えばマイナスの影響
20%

マイナスの影響
7%

現時点では評価が分かれる
27%

わからない 7%

その他：
・一部では導入していたが、戦略的な新たな働き方として再定義して拡大した。
・新型コロナ渦前に導入予定しており、タイミングが合致した。
・従来より導入予定であった。新型コロナウイルス感染拡大を機に、一時的に適用要件を拡大して運用を開始した。
現在は当初の運用方法で実施している。新型コロナウイルス感染予防対策としてではない。

その他：
・個人に選択を委ね、
在宅勤務の場合は事前申告させている。

・半数程度を在宅勤務としている。
・全社方針として在宅勤務を推奨
・業務内容により、組織単位で在宅と
オフィス・現場勤務の基準を示している
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Q８．テレワーク導入に伴い発生した業務遂行上の課題の内、現在も未解決の課題は何か（複数選択）

ペーパーレスの決裁・手続 66
情報共有やコミュニケーションの仕組み・体制 64
郵送物・郵便物への対応 55
メンタルヘルスケア 38
ネットワーク環境の不備・未整備 38
情報漏洩・セキュリティ対策 32
パソコン等、テレワーク用機器の貸与 26
困った際のマニュアル・問合せ体制 13
その他 4

Q９．在宅勤務の実施状況を把握しているか

システム・仕組みにより、会社として把握出来ている64
自己申告させているが、会社全体の状況
は正確に把握できていない

37

会社として把握していない 3

わからない 1

当社では必要ない 0

《PART３》（今日に至るまでの）新型コロナウイルスへの人事面での具体的対応策について

Q１０．テレワークや在宅勤務の環境整備以外に、どんな施策を打ってきたか（複数選択） 

出張の自粛・禁止 101
オンラインによる教育・研修 92
オンラインによる採用 90
感染症対策規程の策定・整備 60
オンラインを活用したコミュニケーション機会・交流機会の設定55
オンラインによる健康管理 27
人事諸手続のオンライン化 22
在宅勤務者に対する手当や支援 20
オフィス勤務者・現場勤務者に対する手当や支援 19
副業・兼業の許可・認可 7
オンライン懇親会への手当支給 1
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情報漏洩・セキュリティ対策

パソコン等、テレワーク用機器の貸与

困った際のマニュアル・問合せ体制

その他

(件)

システム・仕組みにより、
会社として把握出来ている

61%

自己申告させているが、会社全体の状況は
正確に把握できていない

35%

会社として把握していない
3%

わからない 1%
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その他：
・業務管理
・新入社員のOJT、受発注業務の効率低下
・顧客訪問しない営業の仕組み
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Q１１．現在、特に困っている課題はなにか（複数選択）

押印や書類が必要な諸手続 56
評価の仕組み・方法 42

社員の体調管理・メンタルヘルスケア 36

人事業務のデジタル化・オンライン化 30

労働時間管理 25

感染者が発生した場合の対応フローと体制づくり 24

2020年新入社員教育と個別フォロー 18

海外駐在者に対するフォロー 18

在宅では出来ない人事業務や人事システム（※）への対応15

2021年新卒採用 13

要員・人件費計画の見直し 10
新卒採⽤・中途採⽤の⼿法（募集〜選
考）や基準の見直し

9

社員からの問合せや照会への対応 8

その他 5

Q１２．人事・人材開発に関して今、どんな情報やサービスがほしいか（複数選択） 

ﾃﾚﾜｰｸにおけるコミュニケーションやマネジメントのノウハウ52
テレワークが前提の人事・評価制度見直しのノウハウ42
オンライン評価のシステム・ツール・ノウハウ 26
オンライン教育のシステム・ツール・ノウハウ 21
オンライン健康管理のシステム・ツール・ノウハウ20
オンライン社員イベントのシステム・ツール・ノウハウ20
RPA導⼊〜定着⽀援 16
従業員向け育児支援 13
BPO（業務の外部委託） 9
オンライン採用のシステム・ツール・ノウハウ 9
助成金等の各種申請手続代行 9
テレワーク導⼊〜定着⽀援 7
従業員向け家事代行 6
転職・再就職支援 2
従業員向け除菌清掃代行 1
その他 2
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従業員向け育児支援

BPO（業務の外部委託）

オンライン採用のシステム・ツール・ノウハウ
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（※）在宅では出来ない人事業務や人事システム：
・外部からのアクセスを禁止している業務
・給与社会保険業務
・経理や決裁関連、役所対応
・店舗現場へのフォロー
・採用面接、給与支給業務

その他：
・2022年新卒採用
（インターンシップ、会社説明会実施の方法と時期）
・現場対応業務者の感染予防施策、インセンティブ
・チーム外でのコミュニケーションの活性化、
メンタル面でのフォロー

・新規入社者の受入・定着
・緊急一時帰国中の海外駐在員の課税処理
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《PART４》人事戦略・人事政策への影響について
Q１３．採用への影響
１）今年度中（2020年）の中途採用数 ２）2021年春の新卒採用数

昨年度よりも増員予定 9 本年春よりも増員予定 11

昨年度並みの予定 48 本年春並みの予定 48

昨年度よりも減員予定 27 本年春よりも減員予定 28

採用ストップの予定 7 採用ストップの予定 5

未定 9 未定 7

わからない 5 わからない 6

Q１４．人員構成や要員構造上の主要な課題は、どの層にあるか（複数選択）

シニア・中高年層 65
ミドル・中堅層 53
若年層 31
女性社員層 22
正社員層 8
外国籍社員 5
有期雇用社員層 5
男性社員層 2
次世代経営層 1
わからない 3

Q１５．人事・評価制度の抜本的な見直しは予定されているか

具体的に計画している 31

検討はしているが未定 52

必要ない 14

わからない 8

昨年度よりも増員予定
8%

昨年度並みの予定
46%昨年度よりも減員予定

26%

採用ストップの予定
7%

未定 8%

わからない 5%
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(件)

具体的に計画している
29%

検討はしているが未定
50%

必要ない
13%

わからない
8%

本年春よりも増員予定
10%

本年春並みの予定
46%本年春よりも減員予定

27%

採用ストップの予定
5%

未定 6%

わからない 6%
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Q１６．今年もしくは来年に取り組むべき（取り組みたい）新たなテーマや重点テーマがあるか（複数選択）

要員・人件費構造の改革 42
タレントマネジメント 42
キャリア支援・キャリアコンサルティング 29
ジョブ型雇用 28
インクルージョン（多様性の受容と活用） 24
デジタル化による人事業務革新（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）

24
70歳定年 22
人事部門の改革 21
心理的安全性 20
同一労働同一賃金 15
1on1 15
LGBT 13
HRBP（HRビジネスパートナー）の設置や機能強化12
社内公募制 12
通年採用 11
アンコンシャス・バイアス 11

企業の壁を超えた越境体験・越境学習 11

地域限定勤務・勤務地限定・転勤免除 10

副業採用 8

社内FA制 8

短時間勤務正社員 7

マインドフルネス 7

OKR 6

企業内大学（コーポレイトユニバーシティ） 6

ワーケーション 5

リカレント教育 5

社内ベンチャー 2

その他 8

特になし 3
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社内公募制
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企業の壁を超えた越境体験・越境学習
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社内FA制

短時間勤務正社員

マインドフルネス

OKR

企業内大学（コーポレイトユニバーシティ）

ワーケーション

リカレント教育

社内ベンチャー
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特になし

(件)

その他：
・エンゲージメント向上、サクセッションプラン推進
・テレワークの全社展開に合わせた諸制度見直し
（転勤・単身赴任他）

・定年延⻑
・シニア活躍推進
・65才までの一貫型処遇制度導入
・海外ローカル社員の人財育成
・健康経営
・幹部候補育成
・自動車免許（中型・大型免許）取得制度
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